
TANIGUCHI Yuuji, IWABUCHI Yudai, NONAKA Ichidou 

第68回(2024年度) 北海道開発技術研究発表会論文 

小水力発電施設の導入について 
―芽室川西地区の事例― 

 
帯広開発建設部 帯広農業事務所 第 1工事課  ○谷口 雄二 

                               岩渕 雄大 

                                        野中 一瞳 

 

 国営かんがい排水事業 芽室川西地区は、北海道帯広市及び河西郡芽室町に位置する約2万ha
の受益地において水需要の変化に対応した用水再編により新たに畑地かんがい用水を確保し、

用水路や水源である美生ダムの管理設備等の整備を行い、併せて小水力発電施設整備による維

持管理費の低減を図るものである。 
本稿では、用水施設整備に併せ新設する小水力発電施設の導入に係る調整及び整備に向けた

技術的検討状況について紹介する。 
 

キーワード：小水力発電、畑地かんがい  
 
 
１．地区概要 
 

 本地区は、帯広市及び芽室町に位置する20,623haの農

業地帯であり、小麦、ばれいしょ、てんさい、豆類の畑

作物を中心に、スイートコーン、ながいも等の野菜類を

組み合わせた農業経営が展開されている。 

地区内の農業用水は、国営芽室土地改良事業（昭和

56 年度～平成 19 年度）により造成された用水施設によ

り芽室町の区域に配水されているが、近年の営農状況の

変化に伴い水需要が変化している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方、帯広市の区域では用水施設が未整備であるため、

農業用水は主に降雨に依存しており、農業生産性が低く、

営農上の支障となっている。 

また、美生ダムでは経年的な劣化により、管理設備の

故障等が生じ、農業用水の安定供給に支障を来すととも

に、施設の維持管理に多大な費用と労力を費やしている。 

このため、本事業では水需要の変化に対応した用水再

編により新たに畑地かんがい用水を確保し農業生産性の

向上及び農業経営の安定を図り、併せて用水路や美生ダ

ムの管理設備、小水力発電施設等の整備を行い、維持管

理の軽減を図るものである（図-1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図-1 芽室川西地区用水施設位置 



TANIGUCHI Yuuji, IWABUCHI Yudai, NONAKA Ichidou 

①発電可能位置の選定
美生ダムの貯水位を落差として利用可
能な取水直後の減勢工手前を選定。

②発電使用水量の算定

③有効落差の算定

④発電水車・発電機の選定

⑤年間発電電力量及び
売電可能電力量の算定

⑥発電施設建設費の算定
(概算)

⑦年間発電経費の算定

⑧発電原価の算定

➈施設計画

芽室川西地区所要水量(S35～H25)より、
発電最大使用水量を検討する。
(発電使用水量の検討より決定)

発電位置の有効落差を算定する。
(利用落差-損失落差)

②、③の条件より、発電水車、発電機
を選定する(選定表、選定検討)。

発電出力より日発電電力量、年間発電

電力量(かんがい期間123日間)を算定す

る。

発電施設全体建設費(概算)を算定する。

(発電用バイパス管路含む)

小水力発電建設に伴う年間発電経費(修
繕費+維持管理費等)を算定する。

⑤年間発電電力量、売電可能電力量、

⑦年間発電経費を基に発電原価を算定

する。

 

形 式 かんがい／重量式コンクリート・フィル複合 

所 在 地 河西郡芽室町字上美生 

河 川 十勝水系美生川 

堤 高 /堤 頂長 / 堤体 積 47.2ｍ／350ｍ／201 千㎥ 

有効貯水量/総貯水量 600 万㎥／940 万㎥ 

洪 水 吐 13.5ｍ×5 門（自由越流方式） 

取 水 形 式 直立４段式シリンダーゲート 

着手/施工 昭和 63 年（1988）／平成 11 年（1999） 

造 成 事 業 国営かんがい排水事業｢芽室地区｣（S56～H19） 

関 係 事 業 国営かんがい排水事業｢芽室川西地区｣（H29～） 

かんがい面積/関係市町 11,784ha／芽室町、8,839ha／帯広市 

表-1 美生ダム諸元 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-1 美生ダム 

 
２．小水力発電の構想について 

 

(1)  本地区における小水力導入の背景 

平成24年 3月､政府は農業の体質強化と震災からの復

興等を図るため、平成 24年度～28年度までの 5年間の

土地改良事業の基本方針となる「土地改良長期計画｣を

策定し、その中の政策課題“地域を「育む」”において、

「小水力発電等の自立・分散型エネルギーシステムへの

移行と美しい農村環境の再生・創造」を政策目標に掲げ、

小水力発電施設により発生した余剰電力の売電収入の充

当範囲を地域の土地改良施設全体の維持管理費にまで拡

大し、小水力発電など農業水利施設等を活用した再生可

能エネルギーの導入促進を施策とした。 

また、芽室町では広域にわたる水利施設の維持管理に

多大なる労力及び費用を要しており、維持管理費の負担

軽減が課題となっていた。これらをふまえ、本地区にお

いても農業水利施設（美生ダム）に着目し、本地区にお

ける用水施設の維持管理費の負担軽減を目的として、水

力（農業用水）を利用した小水力発電施設の導入の可能

性について検討を行った（表-1、写真-1）。 

 

(2)  整備による効果の検討 

 本地区の事業計画における小水力発電施設の導入に関

して検討フローのとおり行った（図-2）。 

検討フローから発電計画の経済性評価は、当該計画に

よる発電原価と売電価格を概略比較して判定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 小水力発電施設の導入に関する検討フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-2 小水力発電施設 検討位置 

 

３．最終的に設置することになった発電機に係る

検討経緯 
 

本地区の小水力発電施設の位置は、発電使用水量が確

保可能であり美生ダムの貯水位を落差として利用可能な

減勢工手前とした。 

発電出力は、発電所の位置や既設導水管利用の有無、

発電使用水量等により変化する。発電所の位置決定にあ

たっては、ダム直下より既設減勢工までの区間にて、既

設減勢工近接のほか発電所建設可能なダム直下の副ダム

付近、ダム取付護岸最下流付近、既設減勢工付近及び既

設減勢工に近接した4地点において、最も費用対効果が

優れる地点を選定した（写真-2）。 

 

(1)  基本設計の概要 

美生ダム地点直下で発電を行う場合、発電に利用可能
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Ⅰ期 Ⅱ期 Ⅲ期 Ⅳ期 Ⅴ期

5/1～5/15 5/16～7/25 7/26～8/31 9/1～4/5 4/6～4/30

美生ダム取水口 3.225 4.518 2.029 0.010 0.204

期別取水量(m3/s)
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【 発電使用水量 取水パターン図 】
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4/50.010 0.010

0.204

3.225

4.518

2.029

かんがい用水

発電使用水量（最大） = 4.518㎥/s

※貯留制限流量を除きかんがいに影響を与えない範囲を踏まえた流量

美生ダム流入量、

貯水量の一部

※

美生ダム流入量、

貯水量の一部

※

な流量は主に「かんがい取水量」である。また、美生ダ

ム満水時に洪水吐から越流している「無効放流量」につ

いては、減勢工吐水槽から美生川への放流施設を整備す

ることで発電に利用することが可能となる（図-3）。 

「平成 30 年度芽室川西（一期）地区小水力発電施設

基本設計業務」では、「国営芽室川西土地改良事業」に

おける水利用計画を実行した場合の美生ダム操作後計算

を行い、昭和59年～平成25年（30ヵ年）の流量変動を

整理し、そのデータを基礎資料として最適案の検討を実

施した。 

 

(2)  発電期間 

美生ダム取水口は通年取水となっているが、9 月～翌

年4月については肥培かんがいや育苗用水のみの取水と

なるため、取水量は0.01㎥/s～0.204㎥/sと極めて小さ

く、この時期でのかんがい取水量のみを利用した発電は

不可能である。そのため、無効放流を含めて利用するこ

ととし、通年を対象とした（表-2）。 

 

(3)  発電使用水量の検討 

美生ダムにおける小水力発電計画は、美生ダムの貯水

位と放水位の落差を利用するもので、発電に使用する水

量は、下記2種類とし、かんがい用水の最大通水量（Ｑ

＝4.518㎥/s）の利用を基本とした（図-4）。 

①美生ダム流入量の一部（美生ダム地点制限流量、 

ダムへの貯水量を除いた量） 

②貯水利用量（かんがい用水の貯水利用時） 

a）発電利用可能量 

美生ダムにおける小水力発電計画は、発電使用水量を 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 発電取水模式図 

 

表-2 期別取水量 

 

 

 

数ケース想定し比較検討の上、適正規模を決定した。 

ケース検討を行う際の最大使用水量は、豊水～平水流

量（10ヵ年平均値）を目安に流量設定を行った（表-3）。 

また、発電使用水量を決定する際に実施した検討手順

フローを示す（図-5）。 

b）最大使用水量 

 最大使用水量は、各検討ケースについて kWh当り建設

費比較を行い、最も安価となるケースの最大使用水量を

採用する（表-4）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 美生ダム 取水パターン 

 

表-3 美生ダム発電利用可能量流況 

（かんがい用水量＋利用可能量） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 最大使用水量検討フロー 

 

表-4 最大使用水量検討比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

美生ダム発電利用可能量流況（かんがい用水量＋利用可能量） 単位：m
3
/s

年度
最大
1日

最小
365日

常時
355日

－
40日

豊水
95日

平水
185日

低水
275日

H16 17.336 0.002 0.076 7.615 5.031 2.212 0.837

H17 16.965 0.001 0.081 9.081 4.833 2.622 0.891

H18 19.075 0.023 0.111 11.618 5.868 2.971 0.803

H19 20.744 0.001 0.205 11.003 5.142 2.004 0.51

H20 13.763 0.002 0.002 6.774 4.404 2.709 1.273

H21 18.333 1.169 1.236 12.086 7.365 4.745 2.722

H22 27.228 1.423 1.543 17.939 8.163 4.979 3.222

H23 27.907 1.592 1.601 11.624 6.834 4.297 2.590

H24 32.745 1.392 1.414 10.544 5.567 3.411 2.034

H25 24.189 1.750 1.911 13.013 7.978 4.592 2.353

平均 21.829 0.736 0.818 11.130 6.119 3.454 1.724
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最大使用水量毎の損失落差
項目 単位 損失水頭

①スクリーン m 0.01
②流入 m 0.11
③流出 m 0.26
④バルブ m 0.38
⑤急拡 m 0.02
⑥急縮 m 0.10
⑦漸拡 m 0.07
⑧漸縮 m 0.02
⑧曲がり m 0.53
⑨屈折 m 1.88
⑩分流 m 1.22
⑪摩擦 m 5.62
損失水頭の合計 m 10.22

有
効

落
差

（
ｍ

）
(4)  発電形式の特徴 

農業用水利施設の発電形式は、落差利用型と流水利用

型に大別され、美生ダムにおける発電は、落差利用型の

発電形式となる。 

農業用水を利用した小水力発電導入の手引きでは、落

差利用型の小水力発電は、位置エネルギーを利用して電

力を発生させており、位置エネルギーの大きさは高さと

重量の積に比例しているため、落差と流量が大きいほど

大きな電力を得ることができる。 

使用水量 3.5～5.5 ㎥/s、有効落差 20ｍ程度の場合、

「クロスフロー水車」、「横軸フランシス水車」が選定

される (図-6）。 

横軸フランシス水車の長所は、落差変化に対しては、

効率低下が少ないことである。これに対し、クロスフロ

ー水車の長所は、一般的に流量変化への対応範囲が広い

こと、構造が横軸フランシス水車に対して簡単であるた

め価格が安いことが特徴である（表-5）。 

 

(5)  有効落差 

有効落差の設定は、水車形式によって異なり「横軸フ

ランシス水車」と「クロスフロー水車」においては次式

のとおりとなり「横軸フランシス水車」の有効落差が大

きくなる（図-7）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6 水車選定1） 

 

表-5 水車特性対比表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・クロスフロー水車 有効落差＝(総落差－ランナ中 

 心と放水口の差)－損失落差 

・横軸フランシス水車 有効落差＝総落差－損失落差 

美生ダムの小水力発電施設については、約 30m程度の

低落差であり、35m 程度の落差であればドラフトチュー

ブ効果（ドラフトチューブ効果とは、ランナ出口にドラ

フト（吸出し）管を取り付けて出口で流れを減速させ、

ランナ出口の圧力を下げる事で有効落差を加算すること

ができる効果である。）が期待できる（メーカー聞き取

り）。 

 そのため、クロスフロー式水車も横軸フランシス水車

と同様に次式のとおりとなる。 

 ・有効落差＝総落差－損失落差 

a）損失落差 

 損失落差は、スクリーン損失、流入損失、流出損失、

バルブ損失、急拡損失、急縮損失、漸拡損失、曲がり損

失、屈折損失、分流損失、摩擦損失が考えられる（表-

6）。 

b）有効落差 

 最高出力時の有効落差は、次式によって求められる。 

 ・有効落差＝総落差－損失落差 

      ＝(取水位－放水位)－損失落差 

      ＝400.70ｍ－367.67ｍ－10.22ｍ 

      ＝22.81ｍ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-7 有効落差 

 

 

表-6 最大使用水量ごとの損失落差 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

美生ダム天端標高　EL=406.00m

常時満水位　FWL=400.70m

最低水位　LWL=389.20m

基礎標高　EL=378.50m

美生ダム

発電所

放水位
WL=367.67m

総
落

差
  

H
=
3
3
.0

3
m

有
効

落
差

管
路

損
失

水
頭
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(6)  発電可能水位 

ダムの貯水位は日々変化し、その水位変動はそれぞれ

のダムの特性によって異なるが、頭首工や水路の水位変

動に比べ、極めて大きな変動が生じる。 

美生ダムにおいては、ダム貯水位の変動幅が 11ｍ以

上（FWL400.7ｍ～LWL389.2ｍ）あるため、水車の特性や

流量を考慮し、水位の変動に対する発電利用可能範囲を

決定する必要があるが、個別のメーカー及び水車により

異なるため、ここでは「中小水力発電ガイドブック 2）」

より、発電利用可能な落差変動幅を 115％～70％とした。 

基準水位は、常時満水位（400.7ｍ）とし、上限値

（総落差に対する 15％水位）下限値（落差に対する 70%

水位）は、次式で求まる（図-8）。 

・上限：基準水位－有効落差×（1＋0.15） 

＝400.7ｍ＋22.81ｍ×0.15＝404.10ｍ 

・下限：基準水位－有効落差×（1－0.7 ） 

＝400.7ｍ－22.81ｍ×0.30＝393.90ｍ 

・発電可能水位：WL404.1ｍ（発電上限水位） 

～WL393.90ｍ（発電下限水位） 

 

(7)  売電単価 

売電価格は、経済産業省資源エネルギー庁のホームペ

ージに示されている売電単価を採用する。なお本売電価

格の有効期限は20年である。 

a）発電原価 

発電原価は、年間経費を売電可能電力量で除した値で、

次の算式により算定する。 

発電原価（円/kWh）＝年間経費／売電可能電力量 

b）年間経費 

年間経費は、「農業用水を利用した小水力発電導入の

手引き 3）」に示されているように、直接費、資本費、管

理部門費の合計により算出する。 

上述の内容をふまえ、当該施設における売電単価と年

間経費（建設費用、発電原価、その他管理費）を比較し

経済性の評価を行った（表-7）。 

美生ダムにおける小水力発電について、発電原価を算

定した結果、ＦＩＴ制度を適用した売電価格：29 円/kW

（消費税抜き）に対し、2 倍以上の費用対効果が得られ

ることが分かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-8 発電可能水位 

４．検討における留意点 

 

芽室川西地区における小水力発電の発電計画は、以下

に示すＦＩＴ制度適用単価を前提に計画されており、

2022年度からその適用には、「地域活用要件」を満たす

必要があるとされている。 

地域活用要件の概要は、「事業計画策定ガイドライン

（水力発電）」の中で“中小水力発電について、

1,000kW 未満かつ地域活用要件を満たすものに限り、Ｆ

ＩＴ制度の新規認定を認めることとする”と示されてい

る。 

このＦＩＴ申請の新規認定に向け必要となる「地域活

用要件」について、本施設における適用の可否を施設管

理者との協議内容を踏まえ検討を行い、地域一体型の地

域活用要件である「通常時の発電電力を蓄電し、非常時

の電力として利用する。」ことで「地域活用要件」をみ

たすこととした。 

蓄電池を採用する際に、据え付け型の蓄電池とした場

合、発電施設現地での電気利用に限定され、電気利用者

は災害時に市内から距離の離れた山間部に位置する発電

施設に来る必要があるため、現実的にこれを利用するこ

とは困難が予想される。 

 

表-7 小水力発電における年間経費計算例3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



TANIGUCHI Yuuji, IWABUCHI Yudai, NONAKA Ichidou 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-9 ノンファーム型接続による送電線利用イメージ4） 

 

このことについて、施設管理者（芽室町）への聞き取

り調査により、芽室町市街地にある中央管理センターに

は非常電源装置がないため、蓄電池を設置する場合はそ

の予備電源として利用したいとの要望を確認した。 

このため、蓄電池は発電所から移動が可能な「可搬式」

型の蓄電池を選定する（中央管理センターでの利用）。 

本発電計画において蓄電池を選定する際に留意すべき事

項は以下のとおりとなる。 

・災害時の使用目的・用途（必要な電池容量） 

・施設規模（発電室に設置可能な規模、移動可能な重量） 

・コスト（耐用年数毎に更新が必要） 

また、本施設は、令和3年1月13日に適用された「ノ

ンファーム型接続」を適用する施設である（図-9）。ノ

ンファーム型接続は、系統の容量が確保されているファ

ーム型接続に対し、あらかじめ系統の容量を確保せず、 

系統の容量に空きがある時にそれを活用し、送電する方

法である。このため、系統の空き状況に応じて、発電量

の「出力制限」が行われることを前提に接続契約を締結

するといった留意点がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．まとめ、今後の展望 
 

国営かんがい排水事業 芽室川西地区では土地改良長

期計画の取り組みとして、地域資源の有効活用によるク

リーンエネルギーの推進及び温室効果ガスの排出抑制を

図るとともに、施設の長寿命化とライフサイクルコスト

の低減を図る戦略的な保全管理の推進、土地改良施設の

維持管理費の軽減を目的として農業用水を利用した小水

力発電施設の検討を行った。 

この検討の結果、本地区における小水力発電施設の整

備は、土地改良施設の適切な管理に効果を発揮し、食料

供給や国土保全機能を損なわない適切な資源利用の確保

に資することが示された。 

 本稿が他地区における小水力発電施設の導入検討にあ

たっての一助となれば幸いです。 
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